
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔２０２５年２月２６日〕
１　被爆８０年における平和の取組について

（１）核兵器禁止条約について

　はじめに、核兵器禁止条約について、お尋ねします。

　広島・長崎の被爆者が、自ら被爆の体験を世界に訴え続けてきたことが大きな力となって出来た核兵器禁止条約は２０２１年に発効して５年目となります。署名は９４の国と地域、批准は７３の国と地域に広がっています。しかし、日本政府は米国の核の傘にしがみつく立場を変えず、条約参加を一貫して拒否をし、今年3月に行われる第３回締約国会議へのオブザーバー参加をしないと表明しました。

 ノーベル平和賞を受賞した日本原水爆被害者団体協議会の田中照巳（てるみ）代表委員は、これまで「私たちは、核兵器のない世界の実現に向け、日本政府に対し、禁止条約の批准を求め、せめて締約国会議にオブザーバー参加すべきと求めてきた。参加しないのはとんでもない。」と批判されていただけに、この度の政府の表明には、落胆と怒りの声が被爆者だけではなく世界中に広がっています。

　国内で、禁止条約への署名批准を求める意見書を決議した地方議会の数は、原水協の調査によると、全体の約4割に当たる６９７自治体になり、県内では、約8割に当たる１９市町に及んでいます。また、第３回締約国会議へオブザーバー参加を求める意見書は県内２３市町の議会の内、１６市町が意見書を決議しています。しかし、当の広島県議会は禁止条約への署名・批准を求める意見書だけでなく、締約国会議にオブザーバー参加を求める意見書においても議会運営委員会に出されているにもかかわらず、これまで決議に至っていないことは残念でなりません。

　核兵器の使用が壊滅的な非人道的結末をもたらすことは、もはやだれも否定できません。被爆者の訴えなどによる人道的アプローチは核兵器に固執する勢力を追い詰めていく大きな力となっています。唯一の戦争被爆国である日本政府が率先して条約に署名批准し、被爆者と共に、そうした立場に立つべきです。広島県はその後押しをすべきです。
　そこで、広島・長崎の被爆者が、核兵器禁止条約の発効に果たしてきた役割をどう認識されているのか。また、被爆８０年となる今年、核兵器廃絶に向けて、日本政府と世界に対し、どういった働きかけをしていくか、知事のご所見をお伺いします。
（答弁者：知事）

核兵器禁止条約は、核兵器のない平和な世界の実現に向けた有効な手段の一つであると考えており、被爆者の皆様が、核兵器禁止条約の成立、発効に果たされた役割は、極めて大きいと認識しております。

　被爆者の皆様は、御自身のつらい記憶と向き合いながら、国内外で被爆体験を語ることで、核兵器の非人道性と廃絶の必要性を、世界に訴え続けてこられました。

　こうした長年の努力が、核兵器が二度と使われてはならないという核のタブーの確立に大きく貢献し、核兵器禁止条約の成立と発効を後押しする大きな原動力になり、さらには、日本被団協のノーベル平和賞受賞へとつながったと認識しております。

　また、日本政府に対しましては、これまでも、核兵器廃絶に向けて、国際社会の中で積極的なリーダーシップを発揮していただくよう、とりわけ、核兵器禁止条約への早期の署名・批准、少なくとも、締約国会議へのオブザーバー参加を繰り返し要請してきた中、先日、第３回締約国会議へのオブザーバー参加の見送りを表明されたことは誠に残念でございます。

　しかし、被爆・終戦８０年を迎える中、核兵器のない平和な世界の実現に向けまして、唯一の戦争被爆国として、日本政府が果たすべき役割は大変大きく、核兵器を巡る厳しい国際情勢だからこそ、核兵器禁止条約への早期の署名・批准を含め、核兵器国と非核兵器国との橋渡しを行い、核軍縮の議論の進展に貢献いただくよう、施策提案を始め、様々な機会を捉えて、粘り強く働きかけてまいります。

　また、被爆者の皆様が高齢化する中、核兵器のない平和な世界の実現に向けまして、国際社会への働きかけを強化し、被爆・終戦８０年の今年を、核兵器廃絶に向けた取組を加速する 転換点にしなければならないと考えております。

　このため、県におきましては、多様な主体と連携しながら、

・世界的に影響力のあるリーダーを巻き込んで、被爆地からメッセージを発信し、うねりを作っていくプロジェクトと、

・未来の平和を担う人材育成を強化するプロジェクトを、

集中的に切れ目なく実施してまいります。

　また、ＮＰＴ運用検討会議準備委員会を始め、様々な国際会議などの機会を活用し、核抑止に頼らない安全保障の在り方や、持続可能性と核兵器問題のつながりについて、各国政府、市民社会、研究機関などに積極的に働きかけ、「核軍縮と持続可能性に関するフレンズ会合」の設置準備などを進めてまいります。

　これらの取組を通じて、核兵器のない平和な世界の実現に向けた大きな弾みの年となるよう、全力で取り組んでまいります。
　（２）黒い雨問題について

次に黒い雨問題について、お尋ねします。

　被爆の実相を明らかにすることは、広島県と広島市の特別の責務でもあります。「黒い雨には放射性微粒子が含まれており、黒い雨に遭ったものは、それに直接打たれたかどうかにかかわらず、放射性微粒子を体内に取り込み、内部被ばくにより健康被害を受ける状況にあったと言える。」これが広島高裁の判決です。この判決を踏まえて、現在では黒い雨に遭ったものを広く被爆者と認める新基準により、被爆者健康手帳の県への申請者数は２４９０件、認定者数は２２７２名を超えています。

 一方で、被爆者健康手帳の申請を却下されたケースが１２６件を超え、その半数以上が宇田、増田、大滝雨域の３雨域以外と推測されます。却下された理由は、雨に遭ったことを立証できなったからとの事です。被爆から７９年もたった今、証人がいない場合が多く、県の却下が本当に正しい判断であるのか疑問といわれるのは当然です。高裁判決は「範囲外であるからといって、広島原爆の投下後に黒い雨が降らなかったとするのは相当ではない」として、３つの雨域外にも黒い雨が降った可能性を認めています。

　今もなお、降雨雨域が明らかになっていないのは、被爆者援護に責任がある国がしかるべき調査を怠ってきたからです。厚労省はやっと２０２０年１１月に設置した検討会で１０億円以上を投じ、気象シミュレーションや土壌調査を実施しましたが、めぼしい結果は得られていません。

　こうした状況を踏まえると、黒い雨の降雨雨域の全体像を明らかにするには、広島県と市が、黒い雨体験者から得た降雨体験に関する供述等をもとにこれを地図に落とし込んで明らかにするしかないと言えます。被爆者に残された時間は限られています。一刻の猶予もありません。

そこでお尋ねします。被爆者健康手帳の申請を却下された件数の半数以上が、田・増田・大滝の3雨域外で黒い雨にあったことが確認できなかった人と推測されますが、却下の基準はどういったもので、どういった調査で確認が行われたのか、知事にお伺いします。

　また、黒い雨の降雨雨域の全体像を明らかにするためにも、県と広島市の責任で、住民アンケート等の方法で、黒い雨降雨域に関する調査を実施し、全体像の解明に努めることが必要と考えますが、知事のご所見をお伺いします。
（答弁者：健康福祉局長）
　「黒い雨」に遭ったことの確認に当たりましては、申請者からの提出書類や聴取りに加え、公的資料や関係者の証言などにより客観的に確認するよう、国の事務処理基準で定められております。

　申請者が「黒い雨」に遭ったと証言されている場所につきましては、まずは、先行訴訟の判決の事実認定に用いられたいわゆる３雨域の資料等を参考にしながら確認しているところでございます。

　これらの資料等により確認できない場所で雨に遭ったと証言される事例におきましても、関係者から丁寧な聴取りを行うとともに、原爆戦災誌、町村誌等の公的な資料を調査し、必要に応じて国にも確認しながら審査を行っているところでございます。

　降雨の実態等に関しましては、現在、国において「第一種健康診断特例区域等の検証に関する検討会」を設置し、調査されていることから、県といたしましてはその議論を注視しているところでございまして、独自に住民アンケート調査を行うことは検討しておりませんが、検討会の結果を受けて国から通知等がございましたら、適切に対応してまいります。

　被爆者の高齢化が進んでいることから、広島・長崎原爆被爆者援護対策促進協議会などの場を活用し、被爆者援護施策の充実につきまして、引き続き国に要望してまいります。

 

（３）日鉄呉地区の跡地活用について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

次に日鉄呉地区の跡地活用について、お尋ねします。

　日本製鉄が２０２０年2月、瀬戸内製作所呉地区の操業停止を発表し、関連企業も含めて3300名の雇用が問題になり、2024年に広島県と呉市は、跡地の利活用策をコンサルティング会社に2000万円の委託料で依頼し、今後の対応を検討してきました。ところが、昨年3月、防衛省が跡地を一括購入して、「多機能な複合防衛拠点」とする案を突然公表しました。

　その内容は、跡地に輸送部隊を配置し、新たな弾薬庫と武器・弾薬の製造を担う軍事産業を誘致するというものです。呉基地の周辺には、米軍の広・秋月・川上弾薬庫があり、２０２５年度の政府予算案には全国で自衛隊の弾薬庫を新たに１３施設も建設する予算と呉の調査費が含まれており、もし跡地に新たに弾薬庫が設置された場合、呉周辺地域は５つの弾薬庫が集中するもっとも危険な地域となります。現在、全国の基地を結んだ日米合同輸送訓練が頻繁に行われています。呉の防衛拠点化は、その兵站の役割を担うことになり、もし戦争になれば、真っ先にこの広島県が攻撃対象になります。県民の命と財産を守るべき県知事として、旧軍港市転換法の精神を生かし、軍事拠点ではなく、軍事以外の産業の誘致を最後まで主張すべきと考えます。

 防衛省が進める防衛拠点化で、呉市の活性化につながるか疑問です。全国では基地周辺の環境問題があとを絶たず、土地利用規制法の下では、基地の周囲1キロは監視対象になるなど、土地の売買といった住民や事業者の経済活動、まちづくりへの影響も懸念されます。呉からの転出者が増え、活性化どころか観光客も期待できなくなり、今よりさびれてしまうのではないでしょうか。

　２月７日に県と市が委託していた跡地利活用に係る検討結果が公表されました。この中では、①エネルギー産業、②デジタル産業、③造船産業の3分野を選定し、そのうち、エネルギー産業拠点の経済波及効果は約６.３兆円、想定雇用人数も約１８００人との評価が示されました。今後、この活用案を呉市や県民にしっかりと説明していく必要があると考えます。
そこで、日鉄跡地の利活用について、広島県が果たしていく役割をどう認識し、今後、国や呉市へどう働きかけていくのか、知事にお伺いします。

（答弁者：商工労働局長）

日本製鉄株式会社瀬戸内製鉄所呉地区跡地の利活用につきましては、一義的には、土地所有者である日本製鉄が決定するものではございますが、全設備休止が地域経済に大きな影響を与えている中で、これを最小限にとどめるため、県といたしましても、今年度、呉市とともに、雇用など、地域経済への影響を考慮しながら、将来性のある利活用策について調査を行ったところでございます。

　今回の調査におきましては、豊富な工業用水、港湾機能などのインフラや、呉市の特性・強みを生かした、今後の成長が期待できる候補が提示されたものと認識しております。

　この調査結果につきましては、今月１０日に、副知事と呉市副市長が日本製鉄本社及び防衛省を訪問し、説明を行ったところでございます。

　土地所有者である日本製鉄からは、防衛省の「多機能な複合防衛拠点」の整備は、インフラが充実している呉地区の特性を生かし、早期に敷地全体を有効活用するという社の方針に合致しているとして、防衛省への売却に向けた協議を続けていくと発言がございました。

　一方で、日本製鉄は、跡地利活用に関する具体的な検討に当たりましては、「行政と連携しながら責任をもって対応していく」と表明し、呉市や県との三者協議や、防衛省を含む四者協議におきまして、可能な範囲で、跡地の状況等に関する情報提供や説明、意見交換を行っているところでございます。

　また、防衛省からは、「多機能な複合防衛拠点」における装備品などの維持整備・製造基盤の機能につきまして、民間誘致も含めて検討中と伺っており、地域経済の活性化につながる跡地利活用策の選択肢の一つであると考えております。

　本県といたしましては、地域経済の活性化につながり、地域住民の皆様にとって将来に希望が持てる跡地の利活用ができるだけ早期に実現されるよう、跡地利活用検討業務の調査結果も踏まえ、引き続き、呉市と連携して対応してまいります。

 
２　新病院の建設計画について　

（１）新病院の建設計画の見直しについて

次に新病院の建設計画の見直しについてお尋ねします。

　新病院建設の費用が建設資材等の高騰により、当初より約３６０億円の増となる見込みが明らかになりました。こうした中、令和７年度予算案の編成過程において、駐車場に改修予定だったJR広島病院は、建物を引き続き医療施設として活用し、購入予定の医療機器は減らすなど、コストを削減し、基本計画を大幅に見直したいという話が持ち上がりました。

　法人が債務超過の場合、総務省による地方独立行政法人設立の認可は得られません。

 ところが、県立広島病院と県立安芸津病院は、外来患者の減少や看護師不足による

稼働病床数の低下などの原因により、2024年度決算では実質的な資金残高が、マイナス１８億円となることが見込まれています。そのため、県は長期借入２５億円と短期借入４０億円の、合わせて６５億円を、2025年度に病院を運営する独立行政法人へ貸し付ける議案を上程しています。

　今後ますます、看護師や医師不足が予想される中で、新病院の経営が想定通りいくとはとても思えません。独法化になればなおさらです。今以上に、現場への負担増と多大な借金を県民に負わせる計画は県民の理解が得られるのでしょうか。

 収支計画の見通しも甘く、県民の願いからかけ離れた新病院建設については、一度、立ち止まって抜本的に見直すべきです。その際、まだ十分使える県病院の施設を活用し、

津波対策も考慮した現地建替えも含め検討すべきです。知事のご所見をお伺いします。

 
（答弁者：知事）

本県におきましては、医療資源の分散による救急搬送困難事例の増加や、中山間地域の医師不足といった課題がある中で、症例の集積と魅力的な職場環境の整備によって若手医師を確保・育成し、全国トップレベルの医療を提供する新病院の整備は、県全域の医療提供体制の確保に貢献するものであり、着実に取組を進めることが必要であると考えております。

　新病院の建設候補地につきましては、令和４年３月に「高度医療・人材育成拠点ビジョン」において、「南海トラフ巨大地震を想定した防災上の視点などを踏まえ、広島市東区二葉の里を建設候補地とし、同地に立地するＪＲ広島病院と統合して、新病院を整備することを検討すべき」という御提案を頂きました。

　この御提案を受けまして、「高度医療・人材育成拠点ビジョン推進会議」において検討した結果、

・　新病院が医療機能を発揮する上で必要な建築面積を有していること、

・　交通結節点に位置するなど交通利便性が高いこと、

・　基幹災害拠点病院としての機能を発揮する上で、南海トラフ地震による津波浸水の被害が想定されていないこと、

・　新病院開院直前まで県立広島病院及びＪＲ広島病院の医療機能を継続できること

などを理由に、現地建替えではなく、広島市東区二葉の里を建設予定地としたところでございます。

　収支計画につきましては、令和５年９月の基本計画策定時に当時の最新の状況を踏まえまして、将来的な建築単価や借入金利の一定の上昇を見込んだ上で作成したところでございますが、直近において、当時の各種指標のトレンドを上回る建築費等の大幅な高騰が見込まれるため、新病院が果たすべき役割や医療機能を損なわないことを大前提として現在、整備計画の見直しなどについて検討を進めているところでございます。

　県といたしましては、引き続き、医療を取り巻く状況変化等を踏まえながら、整備計画の精緻化に取り組み、県民の皆様の信頼に応える新たな基幹病院の実現に向けまして

全力を尽くしてまいります。
（再質問）
　新病院と県立広島病院の敷地面積はそれぞれいくらか。また、新病院の建設計画を検討する際、現地建て替え案と比較検討したのか。
（答弁者：健康福祉局長）
新病院の建設予定地である広島市東区二葉の里の土地の面積は、約２万６千百平方メートルでございまして、県立広島病院につきましては、病院敷地と職員駐車場を合わせ、約２万６千２百平方メートルとなっております。

　新病院の建設候補地につきましては、現地建替え案と比較検討した結果、繰り返しになりますけれども、

・　新病院が医療機能を発揮する上で必要な建築面積を有していること、

・　交通結節点に位置するなど交通利便性が高いこと、

・　基幹災害拠点病院としての機能を発揮する上で、南海トラフ地震による津波浸水による被害が想定されていないこと、

・　新病院開院直前まで県立広島病院及びＪＲ広島病院の医療機能を継続できること

などを理由に、現地建替えではなく、広島市東区二葉の里を建設予定地としたところでございます。
（再々質問）
　新病院の建設計画について、県から独立行政法人への65億円の貸付や基本計画の大幅な見直しなどの大きな方針転換が、十分な議論がないまま進められようとしており、一度立ち止まって、現地建て替え案を含め、県民の意見を丁寧に聞く機会を設けるべきだ。
（答弁者：健康福祉局長）
新病院の整備の方向性につきましては、新病院が果たすべき役割や医療機能を損なわないことを大前提とした上で、現在、検討を行っている段階でございます。

　基本計画を変更する場合は基本計画策定会議を開催し、変更に係る透明性を確保するとともに、議会の皆様へも説明し、県民の皆様方に対しましては、直接御意見をいただく場となる県民公開セミナー等により理解促進を図るなど、丁寧に進めてまいりたいと考えております。
（２）県立広島病院跡地の利活用について

次に県立広島病院跡地の利活用について、お尋ねします。

　新病院建設計画が出された当初から、「県立広島病院の移転は困る」「入院機能が残るのか」という声が聞かれたり、中区にある舟入市民病院の小児夜間救急が無くなることに対して、「なくさないで」という署名運動も広がっています。

　そもそも新病院建設のために、島嶼部や県南部地域で長年頼りにされ、全県から患者を受け入れていた県立広島病院や小児夜間救急を担う舟入市民病院から地域医療を取り上げておきながら、新病院で地域医療を守ると言うこと自体が矛盾しています。県立広島病院を頼りにしてきた住民は、跡地がどうなるのか、どんな医療が残るのか示されないまま、２年以上、ずっと不安な状態に置かれています。

 そこで、新病院が建設された場合、県立広島病院の跡地には、どのような医療機能が必要だと県は考えているのか、また、民間が跡地を購入した場合でも、県が示す医療機能は確保されると約束できるのか、知事のご所見をお伺いします。

（答弁者：健康福祉局長）

県立広島病院移転後の地域における具体的な医療機能といたしましては、令和５年９月にお示しをした跡地活用の方向性を踏まえまして、健康に不安のある方に対する相談・検査機能や、慢性疾患の継続的な医学管理、日常的な幅広い疾患や外傷への対応、さらには、手術など、急性期の医療を終えた後の回復期の医療を提供できる体制などにつきまして、検討を進めているところでございます。

　現在、跡地活用の具体化に向け、様々な事例の調査や、関係者へのヒアリングなどを進めているところでございまして、県といたしましては、引き続き、県民の皆様や医師会等関係者の御意見を伺いながら、地域の方々を始め、全ての県民の皆様が安心して暮らし続けることが出来るよう、必要な医療提供体制の整備について、責任を持って取り組んでまいります。

 ３　ＰＦＡＳによる環境汚染問題について

（１）米軍川上弾薬庫内の水質・土壌調査について

次にPFASによる環境汚染問題に関連し、米軍川上弾薬庫内の水質・土壌調査についてお尋ねします。

　発がん性など健康への影響が指摘されているPFASの環境汚染が全国で問題になっています。汚染源は主に、①泡消火剤を使用していた米軍や自衛隊の基地や空港②PFＯＡを製造または使用していた工場③産業廃棄物最終処分場―の3つが明らかになっています。

　県内では、東広島市の川上弾薬庫周辺の水路や井戸水から高濃度のPFASが検出されて以来、県は東広島市と一緒に、上水道の敷設など対策を進めています。

 米側は当初、泡消火剤の使用履歴がないと言っていたにもかかわらず、９月になって使用していたことを認めました。これを受け、知事は米国大使館まで行き、米軍による弾薬庫内の水質・土壌調査の実施と数値の公表を求められましたが、まだ実現していません。

　住民の安心・安全な生活のためには、１日も早い原因究明と対策が必要であり、米軍川上弾薬庫への立入調査も含め、米軍に対して弾薬庫内の水質・土壌調査の実施と数値の公表を粘り強く求めていく必要があると考えますが、今後、国や米軍に対して、どういった要請や交渉をしていくのか、知事にお伺いします。
（答弁者：知事）
有機フッ素化合物であるＰＦＯＳ等が、米軍川上弾薬庫周辺の飲用井戸及び水路等から暫定目標値を超過して検出されている問題につきましては、県といたしましても重く受け止めております。

　このため、様々な機会を捉えまして、県及び東広島市の連名で、国に対して、米軍が川上弾薬庫に関する情報を公表し、必要な対応をとるよう求めることなどを要望してまいりました。

　昨年９月には、防衛省を通じ、過去におきまして、主に米軍川上弾薬庫内北東部のヘリパッド周辺で、ＰＦＯＳを含む泡消火薬剤を使用した訓練等が行われていたことなどが明らかにされました。

　この回答により、弾薬庫敷地内における環境調査の必要性が更に高まったことなどから、昨年１１月に行った国への要望に加えまして、在日米国大使館に対しても、米軍による川上弾薬庫敷地内の水質及び土壌の環境調査の実施等について、直接、要請を行ったところでございます。

　本県といたしましては、川上弾薬庫に関する立入調査を含めた今後の対応としましては、米軍自らが自主的な調査により把握・公表すべきものと考えていることから、引き続き、東広島市と連携し、漏出の有無を含む使用履歴の詳細調査や土壌や水質の環境調査等が実施されるよう、様々な機会を捉えて米国や日本政府に強く求めてまいります。
（２）ＰＦＡＳの血中濃度検査の実施について

次にPFASの血中濃度検査の実施についてお尋ねします。

　２０２４年に東広島市が行った水質調査では、日常的に飲んでいた井戸水から基準の３００倍のPFOS及びPFOAが検知されましたが、直近のモニタリング調査でも、基準値を大きく上回る数値が検知されています。「長年おいしいと飲み続けてきた。体は大丈夫なのだろうか」と当事者が健康への影響を心配するのは当然です。

しかし、東広島市は知見がない事を理由に血中濃度検査をしていません。自治体として、住民の不安を解消することが必要です。
浄水場がPFASに汚染された岡山県の吉備中央町では、水道を利用していた住民７０９人の血中濃度検査を初めて公費で行い、１月にその結果が公表されました。浄水場から検出された７種類のPFASを合計した血中濃度の数値は、１ｍℓ当たり平均で１５１.５ｎｇと基準の7倍。最も高い人で７４３.１ｎｇにもなり、米国基準２０ｎｇの37倍に達していました。血中濃度が20ngを超えると、脂質異常や、腎臓がん、乳児、胎児の発育の低下などのリスクがあるという指摘もあります。吉備中央町の町長は「公費検査をやってよかった。５年後に再度検査を行い、今後も住民に寄り添った対応していく」と言われています。現在の暴露状況を知ることによって、生活のどこを改善すべきかわかります。

　そこで、東広島市の川上弾薬庫周辺で日常的に井戸水を飲用していた人で、希望する方には血中濃度検査を公費で実施すべきと考えますが、知事のご所見をお伺いします。
（答弁者；健康福祉局長）

血中濃度検査の実施につきましては、国が昨年１１月２９日に示した「ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡに関する対応の手引き」におきまして、「現時点での知見では、どの程度の血中濃度で、どのような健康影響が個人に生じるか明らかになっておらず、血液検査のみをもって健康影響を把握することは困難であるとされている。」ところでございまして、国におきましては、国内外の知見の収集などを更に推進することとされております。県といたしましては、国の動向などを踏まえながら、血中濃度検査の在り方につきまして慎重に検討してまいります。
（３）ＰＦＯＳ等に係る水道水の水質基準の見直しや環境調査について

　次にＰＦＯＳ等に係る水質基準の見直しや環境調査について、お伺いします。

　昨年実施された全国の水道水におけるＰＦＯＳ等に関する調査では、県内６事業者からＰＦＯＳ等が検出され、最も高い数値となったのは広島県水道広域連合企業団安芸高田市水道事業の３７nｇ/Lでした。
こうした中で、昨年１２月環境省は、自治体や水道事業者に対し、定期的な水質検査の実施や濃度が基準を超えた場合の改善を義務付けるとともに、これまで暫定目標値としていた「PFOSとPFOAの合計で水道水1リットル当たり５０ｎｇ」を基準値とする方針を示しました。
政府が水質検査を水道事業者に義務付ける方向に踏み出したことは一歩前進と言えます。しかし、米国では、健康影響に関する最新の知見を反映させ、基準を４ｎｇ/Lに設定している中で、日本は、現行の暫定目標値である50n g/Lをそのまま基準値とするのではなく、水道水はもっと厳しい値にするべきです。

　そこで、国に対して、ＰＦＯＳ等にかかる水道水の水質基準の見直しを求めるとともに、ＰＦＯＳ等が検出された地域については、県は各自治体と協力し、汚染の実態と発生源の調査に踏み出すべきだと考えますが、知事のご所見をお伺いします。
（答弁者：健康福祉局長）

複数部局にわたる御質問でございますが、私が代表して答弁いたします。

　ＰＦＯＳ等に係る水道水の水質基準につきましては、現在、国において、専門家の意見などを聞きながら、最新の科学的知見に基づき、具体的な基準値を検討されているところでございまして、県としましては、その動向を注視してまいりたいと考えております。

　また、ＰＦＯＳ等が検出された地域における汚染の実態と発生源の調査につきましては、国の手引きに従い、基準値を超えるＰＦＯＳ等が確認された場合には、飲用曝露防止の取組を実施するとともに必要に応じて、追加調査を実施してまいりたいと考えております。
４　安定型産業廃棄物最終処分場に係る環境汚染について

　次に安定型産業廃棄物最終処分場に係る環境汚染について伺います。

　２０２２年４月の環境省の統計によると、広島県内の安定型最終処分場は全国で３番目に多く５４か所あり、広島市上安と三原市本郷の最終処分場では、処分場から排出される汚染物質によって、下流の川が汚染され続けています。

　JAB協同組合が運営する三原市本郷の最終処分場は、昨年１０月２３日の行政検査で、基準値の７．５倍のBODが浸透水から検出された為、県は埋め立て処分中止の４度目の行政指導を行いました。その後、三原市が行った日名内川の水質検査でもBODが高い値となっており、今もなお原因は明らかになっておらず事業は停止したままです。しかし、JAB協同組合は、竹原市側へ処分場の拡張工事を行っており、汚染がさらに広がるのではないかと、地域住民の中で不安が広がっています。

　そもそも、２０２３年７月の広島地裁の判決では、「業者が行った生活や環境への影響調査は状況の正確な把握が欠けていて、この調査をもとにした設置計画の知事の審査や判断過程には見過ごしがたい誤りや欠落がある」として、県の処分場の許可取り消しを下しました。県はこの判決を不服として控訴し、いま広島高裁で係争中ですが、住民への実害を鑑みれば一審の判決結果を真摯に受け止めるべきです。

 日名内川近くでは、川の水が汚染された為に４軒の農家が稲作を断念しました。農業を我が子に継がせる夢も諦め、水路管の自己負担を負わされ、処分場を常時監視しなければならない事態に追い込まれています。

事業者を指導する立場の県として、JAB協同組合がいまだに住民への謝罪や説明を行わず、実害を与えつづけている実態をどのように認識しているのか、また、廃棄物の搬入を中止した後も、日名内川のBODが高い値となっている現状をどのように受け止めているのか、知事にお伺いします。

 加えて、安定型最終処分場を原因とする環境汚染問題が全国各地で広がる中、「命の水を守れ」という県民の切実な声に応え、構造的に地下水汚染を防げない安定型産業廃棄物最終処分場という類型自体を廃止するよう国に要望する必要があると考えますが、併せて、知事のご所見をお伺いします。

 
（答弁者：環境県民局長）

三原市の産業廃棄物最終処分場につきましては、昨年１０月に実施した、県の行政検査において、最終処分場からの浸透水の水質が、廃棄物処理法の基準を超過したことから、事業者に対しまして、産業廃棄物の搬入を停止し、改善措置を講じるよう警告した上で、現在、原因の究明と対策を求めているところでございます。

　こうした中で、地域住民の皆様が、事業者による説明が行われないことや、最終処分場下流の日名内川の水質について、不安に感じておられると承知しております。

　県といたしましては、こうした事態を極めて重大かつ深刻に受け止めており、専門家の協力を得ながら、根本的な原因究明と改善措置が講じられるよう指導を徹底するとともに、引き続き、事業者に対しまして、地域住民の皆様に対応状況等を説明するよう求めてまいります。

　また、日名内川の水質につきましては、三原市が今年１月に実施した直近の検査においては、ＢＯＤの異常は確認されておりませんが、県といたしましては、三原市とも連携して、日名内川の調査を継続してまいります。

　今後とも、地域住民の皆様の御懸念を重く受け止め、廃棄物処理法に基づく指導の徹底や、三原市とも連携した日名内川の調査の継続など、不安の軽減や解消に努めてまいります。

　次に、安定型最終処分場につきましては、廃棄物の適正処理を行うために必要不可欠な施設でございまして、法令に基づき適切に管理されれば、地下水汚染などは生じないものと考えております。

　一方で、適切な管理がなされなければ、生活環境保全上の支障が生じることも懸念されることから、県といたしましては、法令に基づいて厳格な監視指導を行うことで、廃棄物の適正処理による生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ってまいります。
（再質問）
　周辺の環境や住民に実害を与え続け、未だに謝罪や説明を行っていないJAB協同組合の行動は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の趣旨に明らかに反しており、産業廃棄物処理業の操業を停止すべきと考えるが、知事の所見を伺う。
（答弁者：環境県民局）

産業廃棄物処理業につきましては、お尋ねの操業停止に関する要件には、現在のところ、該当しておりません。

　県といたしましては、引き続き、廃棄物処理法を所管している環境省と密接に情報を共有しつつ、事業者に対する厳正な指導などを実施してまいります。

 
５　中小・小規模事業者の賃上げ支援について

次に中小・小規模事業者の賃上げ支援について伺います。

　「アベノミクス」から始まった「異次元の金融緩和」による異常円安は、輸出大企業に過去最高の利益を与え、大企業減税と優遇税制によって、2023年度の大企業の内部留保は540兆円へ過去最高額となりました。その一方で、コロナ禍に続く物価高騰の影響で中小企業・小規模企業の倒産は急増し、国民の実質所得は低下し続けています。

　東京商工リサーチの報道によると、2024年の全国企業倒産（負債総額1,000万円以上）は、1万6件（前年比15.1％増）であり、件数は、3年連続で前年を上回り、11年ぶりに1万件を超えました。休廃業・解散企業は６万件を超え、過去最多を更新したとの動向調査を発表。また、2025年の企業倒産は、物価高と人手不足が大きな原因となり、2024年を上回る可能性が高いことも指摘しています。

　日本共産党は、資本金10億円以上の大企業の内部留保に毎年２％、５年間の課税で新たな財源10兆円を使い、中小企業への賃上げ支援を抜本的に強化する事や、大企業や富裕層への不公正な減税をただしていく事を求めています。いま、働く人の賃金の引き上げは喫緊の課題ですが、中小業者、とりわけ小規模企業にとって賃上げは大きな負担です。

　広島県商工団体連合会が実施した営業動向調査2024によると、1376人の回答者の内、物価高騰分を販売価格に転嫁できているのは１割程度です。また、同調査では、この１年間で賃上げができた回答者は32.4％に留まっています。

　岩手県の「物価高騰対策賃上げ支援金」は、時給５０円以上の賃上げを一年間継続すること等を条件に支援金を支給し、約２万人の賃上げにつながったと聞いており、時給の引き上げに直接つながるような支援も実施されているところです。徳島県でも賃上げ施策を実施しています。本県でも時給引き上げの直接支援を行うべきです。

 そこで、これまで実施してきた中小・小規模事業者への賃上げ支援策の成果と課題を

どのように認識しているのか、また、広島県でも時給の引上げに直接つながるような支援を実施してはどうかと考えますが、知事のご所見をお伺いします。

　また、中小・小規模事業者は、消費税増税やインボイス制度の導入以降、価格に転嫁できず、一層経営が厳しくなっています。社会保険料等の負担も重く、県と中小企業支援団体との個別会議では「消費税減税、インボイス制度廃止」を求める意見が寄せられています。

　そこで、中小・小規模事業者の声に応え、消費税５％への引き下げやインボイス制度の中止を、県として国に要望する必要があると考えますが、知事のご所見を伺います。

（答弁者：商工労働局長）

持続的な賃上げを実現するためには、一過性にとどまる支援制度ではなく、将来にわたる賃上げ原資の確保に向け、

・　サプライチェーン全体での適正な取引による価格転嫁の促進と、

・　生産性向上による収益力の強化の両輪による取組が

必要であると認識しております。

　こうした認識の下、これまで、適切な価格転嫁の促進に向けた「パートナーシップ構築宣言」の普及促進や、生産性向上に資する設備投資への支援等に取り組んできたほか、あらゆる機会を通じて、経済団体に対し、賃上げの協力依頼を行ってきたところでございます。

　また、行政、労働団体、経済団体による会議の開催や様々な要請活動の実施などもあり、賃上げに向けた機運が醸成されたことにより、昨年の春季生活闘争における賃上げ率が過去最高となった一方で、大企業と中小企業等との賃金の格差が拡がるなど、中小企業等の賃上げは依然として厳しい状況にあると認識しております。

　このため、中小企業等を対象として、来年度から新たに、

・　発注側企業等との価格交渉の実効性を確保するためのワークショップの開催や、

・　生産性向上に向けた省力・自動化システム導入などの生産工程におけるＤＸの推進などに

取り組むこととしております。

　次に、インボイス制度につきましては、経済団体等からの意見を踏まえ、国に対し、円滑な制度の運用に向けて、十分な周知と必要な支援を行うよう要望しているところであり、引き続き、機会を捉えて要望してまいりたいと考えております。
６ 広島朝鮮学園に対する補助金の復活について

最後に広島朝鮮学園に対する補助金の復活について、お尋ねします。

　広島朝鮮学園は、日本の敗戦直後に、植民地支配下で奪われた朝鮮の言語や歴史、文化を在日朝鮮人の子どもたちに教えるために設立された学校です。母国の民族科目教育などと共に日本語や英語、先進科学、日本や世界各国の社会や自然に関する知識も教えられています。

　広島県は県内にある私立学校に対し、１９９４年以降、経常補助金及び授業料等軽減補助金を支給し、広島朝鮮学園も支給対象としてきましたが、県は、２０１２年度分については予算計上しながら、支給を凍結し、２０１３年度分については予算計上も行わず、以来、広島朝鮮学園に対する補助金が支給されないまま今日に至っています。

　県は国が朝鮮学校へ「高等学校就学支援金制度」を極めて政治的な理由で適用しないとした国の判断を踏まえて、国内外の情勢を総合的に検討した結果、県民の皆様の理解を得ることは極めて難しい」と補助金を不支給にした理由を述べています。

　そもそも国際情勢や政治情勢は子どもたちに何の責任もないことです。「広島朝鮮学園に何か問題があったと認識されてきたのでしょうか」との私の昨年の文教委員会の質問に対し、「朝鮮学校に特段の問題があったということは確認しておりません」と、課長は答弁されています。

　国が高等学校等就学支援金制度の対象から外した後であっても、報道によると、朝鮮学校がある28都道府県のうち、京都府、兵庫県、福岡県をはじめ10道府県と83の市区町で、令和４年度において、補助金支給を継続しています。県の判断で支給は可能です。

広島弁護士会は、２０１４年に会長声明を出し、「朝鮮学園に通う子どもたちにも学習権が保障されており、合理的理由のない取扱いは法の下の平等並びに教育における機会の平等、財政的援助、文化的アイデンティティや居住国及び出身国の国民的価値の尊重を保障する子どもの権利条約に反するおそれが高い」と指摘しています。

　朝鮮学校の生徒たちは、「なぜ自分たちが当たり前の権利を受けることから外され続けるのか、理解も納得もできない、悲しい」と訴えています。広島朝鮮学園に通う児童・生徒は、次世代を担う広島の子どもたちであり、朝鮮学園の卒業生たちは、広島の地に根づいて生活している人も少なくなく、私たちと共に生きる社会の一員です。

　広島県は補助金不支給を続けること自体が、官製ヘイトであり、子どもたちを苦しめているということを認識すべきだと考えます。

　我が国が批准している人種差別撤廃条約やこどもの権利条約に基づき、人権や基本的自由の平等を確保するため、人種差別を撤廃するための政策を遅滞なく講じる義務があります。

　そこで、広島県において、早期に、他の外国人学校と同じように、広島朝鮮学園への補助金は復活させるべきと考えますが、知事のご所見を伺います。

 以上で、私からの質問は終わります。ご清聴いただきありがとうございました。
（答弁者：環境県民局長）

広島朝鮮学園に対する補助金の交付につきましては、平成２４年度に「朝鮮学校へ高等学校等就学支援金制度を適用しない」とした国の判断を踏まえ、国内外の情勢を総合的に検討した結果、県民の皆様の理解を得ることは極めて難しいと判断したところでございまして、県といたしましては、現在もその状況は変わっていないと認識しております。
（再質問）
　広島朝鮮学園への補助金を再開しない理由として、県は「県民の理解を得ることは極めて難しい」としているが、その根拠や証拠を示すべき。また、補助金を停止している間、県民の理解を得る努力をしてきたのか。
　補助金を停止するという対応が、広島朝鮮学園への差別を助長することになると考える。
（答弁者：環境県民局長）

繰り返しになりますが、広島朝鮮学園への補助金を停止した理由といたしましては、「朝鮮学校へ高等学校等就学支援金制度を適用しない」とした国の判断及びそれを踏まえ、国内外の情勢を総合的に検討した結果でございます。

　これらの諸情勢は、現在に至るまで、変化が見られないと認識しているところでございます。 

　また、県といたしましては、基本的な教育を受ける権利を、公教育という形で広く提供しているところでございまして、朝鮮学校に対する補助金を停止しているということをもって、差別を助長するとは考えておりません。
（再々質問）
　知事は広島朝鮮学園を訪れて、学生の声を直接聴くべきだ。
（答弁者：環境県民局長）

現時点におきましても、知事が広島朝鮮学園を訪問する必要はないと考えております。

　繰り返しになりますが、平成２４年度の補助金停止から現在に至るまで、停止の判断根拠である国内外の情勢に大きな変化はないと認識しております。

２０２５年２月県議会
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　　　　日本共産党


　　　広島県議会議員　藤井 とし子
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